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８－１ 推進体制 

 

新幹線飯山駅周辺地区の都市空間デザイン計画は、基本構想または基本計画レベルでま

とまったものの、その実現化にむけて計画の熟度を高め、関係者の合意形成を図っていく

必要がある。さらにこれから不断かつ永続的な取り組みが基本となるまちづくりも本格始

動する。こうした観点から、良好な都市空間デザイン形成に向けた当面の推進体制につい

て検討する。 

 

１）飯山駅周辺地区都市空間デザイン計画立案から実現化への流れ 

 

2003 年 11 月（平成 15 年度）に、「新幹線まちづくり市民会議」から新幹線開業を見

据えたまちづくりについてハード・ソフト両面からの提言が市長に行われた。これら幾

つかの内容をより専門的見地から具体化するとともに、多主体がひとつの駅周辺空間デ

ザインコンセプトを基軸に魅力的な駅周辺空間・まちづくりを実現するために本会議が

発足された。 

2004 年度は異種事業主体・関係者の協議の場を形成しつつ、2005 年度に具体的な計

画検討を行い、駅舎のイメージ模型等の一部を市民 PR するなどまちづくりの気運醸成

を図ってきたところである。 

2006 年度からは、実践の年度として土地区画整理事業等が着手となり、公共施設の実

施設計や住民への家屋補償・建替など新たな生活設計を考える時期を迎えたこととなる。

また駅舎にあってもイメージコンセプトの検討等各分野において個別具体の検討が必

要となってきた。（図表 8.1 参照） 

 

■図表 8.1 飯山駅周辺都市空間デザイン計画立案から実現化への流れ 

 

 

 

 

 

 

 

２）2006 年度以降のデザイン会議組織体制（案） 

 

本会議の報告書が活きたものとなるよう、また実現へ一歩ずつ進めていくためにも、

組織の一部再生案を提案する。当デザイン会議は、委員会と幹事会の２層構造でスター

トし、多主体の事業をひとつのテーブルで様々な角度から多項目にわたり議論を重ねて

きた。2006 年度以降は、デザインコンセプトを基軸に個別具体的な検討をすることなる

ことから、幹事会を分科会（ワーキンググループ）形式に変形し、より活動を活発化さ

せることとしたい。また各分野間のデザイン調整やトータルコーディネート等をタスク
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フォース（特別調査チーム）が行うこととし、委員会は助言・承認といったセクション

として引き続き残していくこととする。さらに各種専門家グループからの技術的支援や

市民団体（新幹線まちづくり市民協議会）との協働による事業推進活動も並行して行う

こととなる。なお、分科会はそれぞれの分野における考え方等を共有し情報交換を行う

場であり、事業者に対して事業担保をとるものではない。（図表 8.2 参照） 

 

 

■図表 8.2 2006 年度以降のデザイン会議組織体制（案） 
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８－２ 事業スケジュール 

 

飯山駅周辺整備は北陸新幹線開業時（平成 26 年度）を完成目標として、概ね以下の

スケジュールで進めていく予定である。 

 

 

 

■図表 8.3 新幹線飯山駅開業までのタイムスケジュール 
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８－３ 都市景観コントロール制度・事業手法 

 

ここでは良好な都市景観を誘導する一般的な制度や事業手法について、資料として整理

しておく。特に２）では 2004 年に成立した景観法に基づく規制誘導手法についてまとめる。 
 

１）都市デザインの実現を支援する制度 
 

市街地整備を支援する制度として、補助事業や融資制度などの資金面での支援制度や

様々な規制・誘導の制度があるが、ここではそのような制度の中から都市デザインの実

現に有効な制度を抽出した。 

 

■図表 8.4 都市デザ 

インの実現に有効 

な制度一覧 

 

参考資料） 

財団法人都市づくり 

パブリックデザイン 

センター：市街地整 

備と都市デザイン 
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上記にまとめた都市デザインの実現に有効な制度の中から、一般的な土地区画整理事

業で適応できる制度を抽出し、その詳細について以下にまとめた。 

 

■地区計画制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■屋外広告物条例に基づく条例 
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■建築協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■緑化協定 
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２）景観法に基づく支援制度 

 

2004 年 6 月、我が国で初めてとなる景観についての総合的な法律「景観法」が設立さ

れた。同年 12 月に一部施行され、各地では良好な景観形成にむけた取組みが進みつつ

ある。以下、景観法に基づく規制誘導手法とその支援制度を中心にまとめる。 

参考資料）国土交通省 都市・地域整備局都市計画課「景観法の概要」平成 17 年 9 月 

 

（１）景観法の概要 
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■景観地区の目的･効果と規制の対象について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観地区の内容 
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■景観重要建造物及び景観重要樹木 
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■景観協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観整備機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■景観協定 
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（２）景観法に関わる支援制度 

■景観形成事業推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「住民参加型まちづくりファンド」の創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■街なみ環境整備事業の拡充 

 

 




